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7．物価変動について

○ 原材料費が高すぎる。見積りを出すが、価格が高すぎて注文がとれない。このご
ろは見積り依頼すらない。原材料価格は高いことが常態化しており、修理に必要
な材料も同様である。 （貴金属・宝石製造業）

○ 仕入価格が上がっており、売上減少につながっている。 （紙・紙製品卸売業）
○ 物価が上がっているのに、売上単価が変えられないことが課題。 （デザイン業）
○ 物価高のため、クリーニングに出さず、着るだけ着て捨てるとか、古着として売

るという話を聞く。資材の値上げやエネルギー価格上昇を料金に価格転嫁できて
いない。閉店や廃業の話ばかりを耳にする。 （普通洗濯業）

○ 仕入価格上昇に価格転嫁が追いつかない。 （冠婚葬祭・生活関連サービス業）

8．消費税等について

○ 顧客の減少、売上の減少、仕入価格の上昇、消費税（インボイス制度）により、
赤字が続いている。 （文房具・事務用品卸売業）

○ 家賃の上昇が厳しい。物価や社会情勢の変動が大きく、安定した商売が出来ない。
税金や社会保険料も高い。 （時計・眼鏡小売業）

9．人材の確保・育成について

○ 原材料の値上がりに、販売価格がついていけず収益が出なくなった。人員確保の
ために職場環境を改善しているが、それにより間接費が上昇している。

 （パン・菓子製造業）
○ 良い人材を取らなければならないが、我々零細企業は募集しても厳しい状況にあ

る。 （製本・印刷物加工製造業）
○ 残業規制により現場の仕事が進まない。 （木材・他建築材料卸売業）
○ 仕入価格が引き続き高騰しており、適正収益確保が厳しい状況。人員不足の中、

最低賃金は年々上昇し、人件費負担が非常に重い。合理化、生産性向上に努める
以外に手立てが見つからない。 （各種食料品小売業）

○ 人材の確保に苦戦している。 （建築設計業）
○ 今年は退職者が多く、採用の難しさを痛感している。転職に際しエージェント等

を使う人も多い。 （事務用機器他賃貸業）

事業活動におけるコストの変動
１．コストの変化（前年同月比）

前年同月と比較した2025年（令和７年）11月の生産や販売、サービス提供に要する
コストの変化を全体でみると、「増加」が 49.1％（前回調査 50.4％）と最も高く、「変
化なし」が 42.7％（同40.4％）、「減少」が 5.0％（同5.3％）の順で続いた。

２．コスト増加の最大の要因
生産や販売、サービス提供に要するコスト増加の最大の要因を全体でみると、「原

材料価格」が 42.3％（前回調査 44.3％）と最も高く、「人件費」が 38.6％（同38.1％）、
「為替の変動」が 9.0％（同5.4％）、「エネルギー価格」が 7.1％（同9.1％）の順で続いた。

業種別にみると、製造業は「原材料価格」が 50.0％（同55.3％）と最も高い。他の
業種に比べて卸売業は「為替の変動」の 21.8％（同16.3％）、小売業は「エネルギー価格」
の 10.8％（同15.5％）、サービス業は「人件費」の 51.9％（同55.3％）がそれぞれ高い。

図表３　コスト増加の最大の要因
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図表２　コストの変化（前年同月比）
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注）無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和７年11月）の数値。
　　四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。

注）コストの変化（前年同月比）（図表２）で「増加」と回答した企業のうち無回答等を除き集計。
　　（　）内は前回調査（令和７年11月）の数値。四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。


